
各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金交付要綱 

（令和５年６月１日決裁） 

（趣旨） 

第１条 市は、原油価格の高騰、環境変化等に直面する市内ものづくり企業を支援す

るため、国の二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金又は省エネルギー投資促進支

援事業費補助金（以下これらを「国補助金」という。）を活用して脱炭素化又は経営

基盤の強化に取り組む事業者に対して、予算の範囲内において各務原市ものづくり

脱炭素推進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に

関しては、各務原市補助金交付規則（昭和３８年規則第３４号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の

いずれにも該当する者とする。 

（１）令和５年度以後に採択された国補助金の交付の決定を受けた者のうち、市内で

当該国補助金の交付の対象となる事業を行う者 

（２）市内に本社又は主たる事業所を有する中小企業者（中小企業基本法（昭和３８

年法律第１５４号）第２条第１項各号のいずれかに該当する者をいう。）で、日本

標準産業分類（令和５年総務省告示第２５６号）に掲げる大分類Ｅ製造業に属す

る産業を営む者 

（３）市税を滞納していない者 

２ 国補助金をリース事業者（バルクリース事業者を除く。）又はＥＳＣＯ事業者（以

下「共同事業者」という。）と共同で申請した者は、補助金を共同で申請する場合に

限り補助対象者とする。この場合において、代表事業者（共同で申請した者のうち、

国補助金により導入する設備を使用する事業者をいう。以下同じ。）は前項各号に掲

げる要件を満たすものでなければならない。 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、別表に定める国補助金の区分及び事業の区分に応じ、国補助

金の交付の対象となる経費（以下この条において「補助対象経費」という。）の額に

同表に定める補助率を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額）とし、同表に定める上限額を限度とする。ただし、補助金と国補助金

とを合算した額が補助対象経費の額を超えないものとする。 



（事業計画の提出） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、国補助金を

単独で申請した者にあっては各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金事業計画書

（様式第１号）に、共同で申請した者にあっては各務原市ものづくり脱炭素推進事

業補助金事業計画書（共同用）（様式第１号の２）に、次に掲げる書類を添えて市長

に提出しなければならない。 

（１）国補助金の交付決定通知書の写し 

（２）国補助金の交付に係る申請書その他の提出書類の写し 

（３）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金事業計画書（共同用）を提出す

る者は、次に掲げる事項に同意するものとする。 

（１）共同事業者は、リース料又はＥＳＣＯ料から補助金に相当する額を減額して代

表事業者に請求すること。 

（２）補助金の振込先は、国補助金の振込先と同じとすること。 

３ 第１項の計画書の提出は、国補助金の交付決定通知書による通知を受けた日から

起算して３０日を経過した日までに行わなければならない。ただし、市長が特別の

事由があると認めたときは、この限りでない。 

（事業計画の変更等） 

第５条 申請者が国補助金に係る事業の変更、中止又は廃止の承認を受けたときは、

次に掲げる書類を添付し、国補助金を単独で申請した者にあっては各務原市ものづ

くり脱炭素推進事業補助金事業計画（変更・中止・廃止）届（様式第２号）により、

共同で申請した者にあっては各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金事業計画

（変更・中止・廃止）届（共同用）（様式第２号の２）により速やかに市長に届け出

なければならない。 

（１）国補助金の事業の変更、中止又は廃止に係る承認通知書の写し 

（２）国補助金の事業の変更、中止又は廃止に係る承認申請書その他の提出書類の写

し 

（補助金の交付申請） 

第６条 申請者は、国補助金を単独で申請した者にあっては各務原市ものづくり脱炭

素推進事業補助金交付申請書兼請求書（様式第３号）に、共同で申請した者にあっ

ては各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金交付申請書兼請求書（共同用）（様式



第３号の２）に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）国補助金の確定通知書の写し 

（２）国補助金の実績報告書その他の提出書類の写し 

（３）その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書兼請求書の提出は、国補助金の確定通知書による通知を受けた日か

ら起算して３０日を経過した日までに行わなければならない。ただし、市長が特別

の事由があると認めたときは、この限りでない。 

（補助金の交付決定等） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の適否を決定し、各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金交付（不交付）

決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに当該申

請者の指定する金融機関の口座に振り込むものとする。 

（決定の取消し） 

第９条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付の決定を取り消すことができる。 

（１）国補助金の交付の決定を取り消されたとき。 

（２）補助金の交付の条件に違反したとき。 

（３）虚偽その他不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

（財産の処分の制限） 

第１０条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加額が単価５０万円以上の機械、

器具、備品その他の財産に該当するものを、市長の承認を受けないで、補助金の交

付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又

は廃棄してはならない。ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４

０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間を経過した場合は、この

限りでない。 

２ 前項の承認を受けようとする補助事業者は、国補助金を単独で申請した者にあっ

ては各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金財産処分申請書（様式第５号）を、

共同で申請した者にあっては各務原市ものづくり脱炭素推進事業補助金財産処分申



請書（共同用）（様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、承認の適否を決定し、各務原市

ものづくり脱炭素推進事業補助金財産処分承認（不承認）決定通知書（様式第７号）

により通知するものとする。この場合において、市長は、補助事業者が取得財産等

の処分により収入を得る、又は収入を得ると認めるときは、その収入の全部又は一

部を市に納付させることができるものとする。 

４ 補助事業者は、取得財産等については、補助事業の完了後においても、善良な管

理者の注意をもって管理し、補助金の交付の目的に従って、その効率的運用を図ら

なければならない。 

（関係書類の整備等） 

第１１条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を

整備し、補助事業が完了した日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあ

っては、その承認を受けた日）の属する年度の翌年度以後５年間保存しなければな

らない。ただし、別表に掲げるＣＯ２削減計画策定支援事業を行う場合であって、

前条第１項の規定により処分の制限を受ける取得財産等があるときは、この条本文

に規定する期間を経過する日又は同項ただし書に規定する期間を経過する日のいず

れか遅い日まで保存しなければならない。 

（手続の統合及び省略） 

第１２条 規則第１９条の規定により、規則第４条の規定による補助金の交付の申請

及び規則第１４条第２項の規定による補助金の交付の請求を統合し、並びに規則第

１１条の規定による補助事業の実施報告及び規則第１３条の規定による補助金の額

の確定を省略するものとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（令和５年８月２８日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

  附 則（令和６年６月１８日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

   附 則（令和６年１０月３１日決裁） 



１ この要綱は、令和６年１１月１日から施行する。 

２ 改正後の第１０条及び第１１条並びに様式第５号から様式第７号までの規定は、

この要綱の施行の日以後に補助金の交付の申請を行う者について適用し、同日前に

補助金の交付の申請を行った者については、なお従前の例による。 

  附 則（令和７年８月８日決裁） 

この要綱は、決裁の日から施行する。 

別表（第３条関係） 

国補助金の区分 事業の区分 補助率 上限額 

二酸化炭素排出抑制対策

事業費等補助金 

ＤＸ型ＣＯ２削減対策

実行支援事業 

４分の１ ２５万円 

省エネルギー投資促進支

援事業費補助金 

（Ⅲ）設備単位型 ６分の１ １２５万円 

 


